
事業所番号 ：　３３
事 業 所 名 ：
点検年月日 ：　令和　　年　　月　　日（　　）
点検担当者 ：

（福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与）

令和７年度

自己点検シート
（介護報酬編）

（令和７年４月版）



届出状況 点検項目 確認書類

□ 算定 ・サービス提供票・別表 青P527,P1322

□ 算定なし

搬出入に要する費用の取
扱い(共通)

□ 適正 ・領収証、運営規程

□ なし ・サービス提供票・別表

□ なし ・サービス提供票・別表

□ 適正 ・アセスメント記録

青 P527,P1322

緑 P748

□ 該当 青P527,P1324,P1325

□ あり 緑P766

介護 □ 該当 サービス提供票

介護予防 □ 該当 介護予防サービス計画

□ 該当 利用者の基本情報 青P529,P1324

□ 合致 運営規程 緑P766

□ なし 領収証 緑P54　Q12

福祉用具貸与費(共通)
(１月につき)

特別地域加算(共通)

中山間地域等における小
規模事業所加算
(共通)

中山間地域等に居住する
者へのサービス提供加算
(共通)

青P527,P1322
赤P378,P1184

｢介護保険における福祉
用具の選定の判断基準｣
による適切な貸与(共通)

H16.6.17
老振発第0617001号

交通費の支払

　１月当たりの平均貸与件数が１００件以上となったことのあ
る福祉用具に係る福祉用具貸与について、国が定める貸与価格
の上限を超えていないか。
　＜平成３０年１０月１日～＞

　搬出入に要する費用は、現に福祉用具貸与に要した費用に含
まれるものとし、個別には評価していないか。
　(ただし、福祉用具の搬出入に通常必要となる人数以上の従事
者やクレーン車が必要になる場合等特別な措置が必要な場合の
当該措置に要する費用は除く。)

厚生労働大臣の定める地域に事業所が所在

厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域に事業所が所在

通常の事業実施地域を越えてサービスを提供

111 福祉用具貸与費

411 介護予防福祉用具貸与費

点検結果 介護報酬の解釈頁等点検事項

　全地域、１単位１０円で算定しているか。

厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域に利用者が居住

□ 該当

①使用が想定しにくい｢状態像｣である利用者への貸与はない
　か。

②使用が想定しにくい｢要介護度｣である利用者への貸与はな
　いか。

③個別の利用者の生活状況や解決すべき課題等により貸与し
　ている場合は、適切なアセスメントがなされているか。

１月当たりの実利用者数が５人以下

利用者への説明、同意

１月当たりの実利用者数が１５人以下
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届出状況 点検項目 確認書類点検結果 介護報酬の解釈頁等点検事項

ア　軽度者の担当の指定居宅介護支援事業者から、調査票
　の写しを入手し判断しているか。

□ 適正 ・調査票の写し

イ　軽度者に担当の指定居宅介護支援事業者等がいない場合
　は、調査票の写しを軽度者本人に情報開示させ、入手し判
　断しているか。

□ 適正 ・調査票の写し

ウ　車いす及び車いす付属品を｢日常生活範囲における移動
　の支援が特に必要と認められる者｣に貸与する場合、又は
　移動用リフト(つり具の部分を除く。)を｢生活環境におい
　て段差の解消が必要と認められる者｣に貸与する場合の、
　基本調査結果に該当する項目がないものについての取扱
　いは適正か。

□ 適正

・主治医意見書のほか医師の診
断書又は担当の介護支援専門員
が聴取した居宅サービス計画に
記載する医師の所見
・サービス担当者会議の要点

エ　上記ア、イに係る基本調査の結果に関わらず、次の
　ⅰ)からⅲ)までの状態像に該当する者に対象外種目を貸与
　している事例の有無
　・ⅰ)疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日
　　によって又は時間帯によって、頻繁に９４号告示第３１
　　号のイに該当する者
　・ⅱ)疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、
　　短期間のうちに９４号告示第３１号のイに該当すること
　　が確実に見込まれる者
　・ⅲ)疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又
　　は症状の重篤化の回避等医学的判断から９４号告示第
　　３１号のイに該当すると判断できる者

□

□

あり

なし

オ　上記エで｢あり｣とした場合、
　①医師の医学的な所見に基づき判断され、かつ
　②サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメント
　　により福祉用具貸与が特に必要である旨が判断されてい
　　ることを
　③市町村が書面等確実な方法により確認しているか。

□ 適正

①については、主治医意見書の
ほか医師の診断書又は担当の介
護支援専門員が聴取した居宅
サービス計画に記載する医師の
所見により確認する方法でも差
し支えない。
②サービス担当者会議の要点
③市町村による確認がなされて
いる旨が分かる書類

　上記ア～オの条件に該当しない軽度者に対して対象外種目
の貸与を行った場合に、福祉用具貸与費を算定していない
か。

□ 適正

青P531～P533
青P1326～P1328
H12老企36号

　要介護状態区分が要介護１又は要支援者である者(以下｢軽度
者｣(ただし、｢自動排泄処理装置(尿のみを自動的に吸引する機
能のものを除く。)｣については要介護２及び要介護３の者を含
む。))に対して、その状態像から見て使用が想定しにくい｢車い
す｣、｢車いす付属品｣、｢特殊寝台｣、｢特殊寝台付属品｣、｢床ず
れ防止用具｣、｢体位変換器｣、｢認知症老人徘徊感知機器｣、｢移
動用リフト(つり具の部分を除く。)｣及び｢自動排泄処理装置｣
(以下｢対象外種目｣)を算定する場合の該当性の判断について

軽度者に対する対象外種
目に係る指定福祉用具貸
与費

2/4



届出状況 点検項目 確認書類点検結果 介護報酬の解釈頁等点検事項

□ 実施 委員会の開催記録 青P528,P1322

□ 実施 虐待の発生・再発防止の指針

□ 実施 研修計画・実施記録

□ 適正 担当者の配置が分かる文章

□ 実施
業務継続計画
（感染症・非常災害）

青P528,P1322

□ 実施 対応の記録

□ なし 青
P132
P531,P1326

□ なし

□ 適正 ・サービス提供票・別表

①障害者自立支援法の補装具と福祉用具貸与の福祉用具
　　車いす、歩行器、歩行補助つえは共通の品目なので、
　障害者である在宅の要介護者等にも福祉用具貸与として
　給付される。
　　ただし、標準的な既製品からの選択となるため、医師等
　により身体状況へ個別的に対応が必要と判断される場合に
　は、補装具として給付されることがある。

H19.3.28
障企発第0328002号
障障発第0328002号

サービス種類相互の算定
関係

・サービス提供票・別表

　(介護予防)特定施設入居者生活介護費(短期利用特定施設入居
者生活介護費を算定する場合を除く｡)又は(介護予防)認知症対
応型共同生活介護費((介護予防)短期利用共同生活介護費を算定
する場合を除く｡)、地域密着型特定施設入居者生活介護費(短期
利用地域密着型特定施設入居者生活介護費を算定する場合を除
く｡)若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費を
算定している場合に、福祉用具貸与費を算定していないか。

入院中に、福祉用具を算定していないか。

高齢者虐待防止措置未実
施減算

※R9.3.31までは努力義
務

虐待防止のための委員会を定期的に開催し、その結果を従事者
に周知しているか。

虐待防止のための指針を整備しているか。

虐待防止のための措置を適切に実施するための担当者を置いて
いるか。

虐待防止のための研修を定期的に実施しているか。

他施策との調整

業務継続計画未策定減算 業務継続計画を策定しているか。

業務継続計画に従い必要な措置を講じているか。

障害者施策との調整は適切に行われているか。
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届出状況 点検項目 確認書類点検結果 介護報酬の解釈頁等点検事項

②地域生活支援事業における日常生活用具給付と福祉用具・
　特定福祉用具
　障害者自立支援法における地域生活支援事業については
自立支援給付とは異なり、地域の実情において行われるも
のであり、法令上、給付調整に関する規定の適用がない。

その他

□ 適正
・運営規程
・サービス提供票・別表、介護
給付費明細書

緑P149
　利用期間が１月に満たない場合の算定方法は、運営規程(日割
り計算　or　半月単位の計算方法)に従い適切に計算されている
か。
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